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ディープテックに対応した産学官連携
⚫ ディープテックの開発においては、最先端の科学的知見が求められ、個別企業だけで必要とされる人材や研究開発

基盤を確保することは困難。これまで以上に公共財としての大学や国研との連携が重要に。
⚫ 他方、大学/国研は、産業界からの投資を得て、最先端科学の研究に必要な研究設備・人材等を集積（拠点化）し、

公共財としての価値・競争力を向上するという好循環を実現することが必要。
⚫ また、こうした好循環がディープテックスタートアップの成長や、地域の成長の原動力となるように取組を進める
ことが重要。

大学/国研研究者

企業研究者
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産学官連携の
新しい形

自治体・地元産業等との連携
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• 吸収能力は、企業の過去の経験や既存の知識に大きく依存

• 吸収能力は内部で開発する必要がある。製品やプロセスのイ
ノベーションに関連する情報の吸収能力は企業固有のもので
あり、内部スタッフの経験と知識が必要。

• 研究開発への投資は、企業の吸収能力を強化する重要な要素。
外部からの知識を効果的に取り込み、内部への知識の同化を
進めることができる。
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産業界における基礎科学力の重要性
～知の吸収能力・博士人材の活用とイノベーション～

（出典）Cohen, W. M., & Levinthal, D. A. (1990). を元に経済産業省作成

「知の吸収能力（Absorptive Capacity）」が
高い企業は技術革新や競争優位性を獲得しやすい

• フロンティア開拓競争を勝ち抜くために、「外部からの知識」（産学官連携、大学発SUなど）の獲得と、
それを効果的に取り込むための「知の吸収能力」が重要。

• 博士人材の積極活用などにより、企業内部の基礎科学力向上が求められる。

新しい知識の
獲得

知識の同化 知識の応用

知識の吸収能力の3つのプロセス

各国の企業における研究者の伸び
（2011年を100とした場合の指数）

（出典）文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2024」を基に、経済産業省が加工・作成
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高いレベルの研究・教育と戦略的投資の好循環

大学

知財

ライセンス料

ライセンス 共同研究
受託研究

研究費

大学発SU

大企業
中堅・中小企業

企業・SU

M&A

寄付
ライセンス料

キャピタルゲイン

フロンティア開拓競争に
対応した戦略的な再投資

強
い
シ
ー
ズ
・
人
材

多
様
な
手
段
に
よ
る

財
政
基
盤

良質な教育

• 運営費交付金
• 科研費
• 学生納付金
• 寄付金
• 基金運用等
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（参考）日米の大学の財務比較
日米大学のB/S規模成長率推移（2006年を基準とした各年の成長率）日米大学の収益規模成長率推移（2006年を基準とした各年の成長率）
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（出典）各大学のFinancial Report、財務諸表を基に作成
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産学連携の進展と課題

（出典）文部科学省「令和5年度大学等における産学連携等実施状況について」

大学等における１件当たり共同研究費大学と国内民間企業との共同・受託研究実績

（出典）文部科学省「令和5年度大学等における産学連携等実施状況について」 ※R&D出資額は2021年の年間平均TTBレートで円換算
（出典）OECD「Research and Development statistics」

高等教育機関のR&D支出および

国内企業による拠出割合（2021年）
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(参考)UCバークレー：産学官連携・スタートアップエコシステムの有機的連動

（出典）UCバークレーHP

知財＆産学研究アライアンス
IPIRA：Intellectual Property & Industry Research Alliances

• 特許取得、ライセンシング
• パートナーとの契約交渉

SKYDeck プログラム

• 教授/関係者による寄付支援
• パートナー企業との連携
• グローバルNWを活用した支援

UCBグローバルNW
連続起業家、投資家、
アドバイザー、研究者

事業支援

政府

アウトリーチ

産学連携プログラム

SKYDeck Fund

スタートアップ

事業化・事業成長支援
※卒業生も対象

研究テーマの特定・企画

英BPが10年間（2007～
17）で5億ドル投資するバ
イオ燃料開発に関するコン
ソーシアムの中でUCバーク
レーとも連携

投資

プログラム卒業生による資
金調達額は累計18億ドル。

2024 年までに約8,500 万
ドルの資産を管理。セコイ
アなどのVCが出資者として
参加。利益の半分を大学に
還元。

国内/外資
企業

自治体

スタートアップの
誘致連携

Grant獲得支援

大学を窓口とした研究者、
SUとの関係構築が可能プログラム参加

(シード～レイター)

ワンストップ(窓口を統一した)支援

UCバークレー
教授・研究者



• 東京大学－シカゴ大学－IBM、東京大学－シカゴ大学－Google の 2つのパートナー
シップ。量子技術の研究領域の発展に向けた協力関係を構築する

• IBMは東大に対して10年で5000万USドル規模を投資

• Googleは両大学に合わせて10年で最大5000万USドル規模の出資
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（参考）大学によるグローバル企業の資金受入れ

（出典）各社・各大学発表資料をもとに作成

企業大学 期間・合計投資金額 連携内容

富士通シンガポール国立大学

• 2014年から5年

• 5,400万シンガポールドル
（約61億円）

• 富士通、シンガポール科学技術庁（A*STAR）、およびシンガポール管理大学
（SMU）が、5年間の包括共同研究契約を締結し先端研究組織を設立

• 高速・大規模計算科学技術（HPC）やビッグデータを活用、交通渋滞の緩和や港湾
オペレーションの最適化など

サムスン電子
テキサスA＆M大学

テキサス大学

• 2023年

• 470万USドル

（約7.1億円）

• テキサスA&M大の半導体教育や採用プログラム、学部生奨学金、大学院生の研究プ
ログラムなどを支援（100万USドル）

• テキサス大と協定を結び、人材育成や奨学金を支援（370万USドル）

※サムスンはテキサス州テイラーの工場新設に400億USドル(6.2兆円）投資を発表

インペリアル・カレッ
ジ・ロンドン

日立、三菱重工、
塩野義製薬等

• 10年間で25社以上と協業
• 総額1700万USドル
（約25億円）

• インペリアル・カレッジ・ロンドンは、2023年までの過去10年間で日本の企業や
大学と1,400以上の共同論文を発表し、学術的な連携を強化

• 日立などの企業と共同研究センターを設立し、脱炭素化や気候変動に関する技術的
解決策を模索することで、産業界との連携を深化

トヨタ自動車
MIT

スタンフォード

• 2015年から5年

• 5000万USドル

（約76億円）

• トヨタ自動車は、マサチューセッツ工科大学（MIT）およびスタンフォード大学と
連携し、人工知能に関する連携研究センターを設立

• 研究センターでは、クルマやロボットへの応用を目指し、物体認識、高度な状況判
断、人と機械の安全な相互協調に関する研究を推進

東京大学
シカゴ大学

IBM
Google

• 2023年から10年
• 最大1億USドル
      （約153億円）
（2つのパートナーシップ合算）



⚫ 2003 年より産学連携法 8 条に基づき、大学が企業や
地方自治体と契約して学部や学科を設置可能に。契約
学科に進学する学生は企業から学費等の支援を受け、
卒業後に当該企業で勤務

大学経営への関与、契約学科などを通じ、産学連携による研究開発・人材育成
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韓国の産学官連携による研究開発・人材育成

韓国における主要契約学科一覧

（出典）JST/APRCレポート「韓国の科学技術人材育成・確保に関する調査」及び「韓国における主要大学と企業の協力動向」

企業の大学運営への関与

⚫ 企業が、設立・財政支援等を通じて大学運営に関与。
例えば、サムスングループは成均館大学の財団を1996
年に買収、大学理事会へ影響力を持つ。買収後、研究
力の向上、技術人材育成に重点投資し、成均館大学は
論文実績、大学評価、就職率などで急伸した。



⚫ 2021年「国家重点領域産学官連携・人材育成イノベーション条例」公布

⚫ 条例に基づき官民が資金拠出して重点科学技術研究学院を設置、半導体など重点領域で大学院生育成

⚫ 例えば、台湾大学の研究学院では、2022年、TSMCなど4社と行政機関が計8億円を拠出（学費・生活費支援、インターンシッ
プ提供等）

重点領域を定め、官民を挙げた大学研究支援・人材育成
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台湾の産学官連携による研究開発・人材育成

（出典）JST CRDS資料より抜粋

重点科学技術研究学院（産学官連携による人材育成策） 高等教育機関における企業負担研究開発費, 割合



地域の組立加工/精密機器企業と付属病院の医工産学連携

ARG：アクア・リジェネレーション
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日本の大学で進む産学連携の先進事例

（出典）大阪大学・中外製薬 ニュースリリース、信州大学HP(信州メディカル産業振興会、医療機器等成果事例集、信大クリスタル、ベンチャー企業特集)を参考に作成

信州大学大阪大学

10年間で総額100億円の免疫学研究に関わる包括連携契約の締結
※文科省「世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）事業」の成果を引き継ぎ

免疫学フロンティア
研究センター

(IFReC)

10年間で100億円
の研究資金を拠出

• 基礎研究段階からの包括的な産学連携
• 産学共同のイノベーション人材育成

定期的な成果の情報開示 共同研究テーマの選択

自主研究テーマに
基づく基礎研究の実施

大阪大学 中外製薬

共同研究の実施

➢ 世界最先端の免疫学研究 と 中外製薬の創薬研究のノウハウ
➢ 基礎研究から臨床応用研究までをカバーし、革新的新薬を創製

阪大の新しい産学連携
＝産学協創

※2016年締結

✓ 歴史的な経緯から、
信州には精密機器産業が集積

✓ 信州大が事務局を務める
“メディカル産業振興会”に
50社以上の地元の開発企業が参加

革新的脳生検用
医療器具の開発地域企業

ナノファイバー
マスク

信州大学発スタートアップ

長野県伊那市の
中山間部で実証

信州大学や地域企業の強みを活かした産学連携の実施
※グローバル展開標榜、スタートアップ創出、県外大手企業との連携なども

研究所を
センター内に設置 信州大学発スタートアップ

コア技術：信州大学が世界をリードする無機単結晶の育成技術による浄水

5年間の包括協定
2024年8月

マイボトルアクアスポット

• 信州大学の強みである水関連技術
• グローバルな課題にアプローチ
• 地域を実証タウン (松本市・飯田市)

メディカル

繊維産業 スマート農業

水関連研究

swee

島津製作所

高島産業

ナフィアス クボタ

(精密加工に強み)
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日本の大学における国際化への対応事例

（出典）筑波大学 利益相反・輸出管理マネジメント室（COISEC）2023年度年報、筑波大学プレスリリース・HP
九州大学 法務統括室HPを基に作成

筑波大学

• 組織として安全保障・輸出管理に対応するため、体制
を整備。電子申請システムの導入や輸出管理人材の資
格取得支援、学内の機微技術保有状況調査、研究イン
テグリティ対応としてのルール整備等を実施。

• 2024年4月には、NVIDIAやAmazonとの共同研究プ
ロジェクトにも合意

輸出管理手続の事前確認件数急増にも対応

急増

九州大学

• 法務統括室で、国際法務の専門家や企業での経験者も
雇用し、国際契約のチェックや研究セキュリティ・イ
ンテグリティなどの対応を強化。

【対応実績】
●法務業務が

2019年（コロナ前）約500件
⇒2023年 約850件に急増

●安全保障管理業務が
2019年 約400件

⇒2023年 約900件に急増

X-PAI
Cross-Pacific AI Initiative

Amazon/NVIDIAが2500万ドル(約38億円)ずつ支援

10年間のAIに関する国際共同研究プロジェクト

筑波大学 ワシントン大学

Amazon NVIDIA
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⚫ 大学における知財の取得件数、収入額は増加傾向も、件数に比して収入の伸びは鈍い。
⚫ ライセンス収入は米国大学に比べ低調

特許権実施等の実績
日米大学等の産学官技術移転に関
するパフォーマンス（2022年）

※ライセンス収入は2018年の年間平均TTBレートで円換算
（出典）AUTM「U.S. Licensing Activity Survey2022」を基に作成
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ディープテックスタートアップを大学から生み出す環境作り

課題 米国における取組例

人材

事業の

タネ

⚫経営人材・支援体制

- ビジネススキル面での支援や事業成長を
支援する機能が限定的

⚫限定的な異分野融合

- 研究室／研究者単位での取組から、異分
野間の連携によるイノベーション創出へ
の進化

⚫UCバークレー：SkyDeck

- 工学部とビジネススクールの合同事業と
して設立。産業界の専門家によるイン
キュベーション機能を提供

⚫スタンフォード大：学部間連携プログラム

- 医学部・工学部・ビジネススクールなど、
異なる学部が連携して実施するプログラ
ムを多く実施

資金調達 ⚫大学周辺におけるVC投資の土壌不足

- 大学周辺で規模の大きい資金調達が困難

⚫MIT：The Engine Fund

- MIT発VC。大手VCに敬遠されがちな高
度な技術を擁するスタートアップに投資
（運用総額は約10億ドル）
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スター・サイエンティストとディープテックスタートアップ

東北大学

ライフサイエンス
加齢学研究所
工藤 幸司 教授

クリノ株式会社

エレファンテック株式会社

京都大学

ライフサイエンス
iPS細胞研究所
長船 健二 教授

神戸大学

バイオ
科学技術イノベー
ション研究科
近藤 昭彦 教授

リジェネフロ株式会社

株式会社シンプロジェン

株式会社バイオパレット

アルジー・ネクサス株式会社

株式会社バッカス・バイオイ
ノベーション

大阪大学

量子
基礎工学研究科
藤井 啓祐 教授

QunaSys

東京大学

情報通信など
工学系研究科

川原 圭博 教授

量子
工学系研究科
古澤 明 教授

OptQC株式会社

九州大学

有機ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
工学研究院
安達 千波矢 教授

株式会社Kyulux

（出典）牧兼充、「スター・サイエンティスト研究と日本のイノベーション - 政策への社会実装へ向けて -」、2025年 (査読中)をベースに一部加筆し作成

注意)
• 本頁は(出典)の情報を基に2020年時点のス

ター・サイエンティストのリストから一部
を任意に抽出。またリスト外からも定性的
な手法によりスターサイエンティストとし
て一部追加。

• 評価の優劣によって本頁への掲載有無を判
断した訳ではない。また、スター・サイエ
ンティストの定義は多様であることに留意
が必要。
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高い科学力を持つ分野特化VCがディープテックの成長を後押し

【例】Quantonation

基本情報

運用ファンド情報

ポイント

ポートフォリオ情報

概 要：初期ステージを対象とするVCファンド
設立年：2018年
本 社：フランス パリ／米国 ボストン

運用資産額：€170M（約272億円）
※うち、政府系から€50M（約80億円）

ファンド名：Quantonation Ⅰ／Ⅱ

Quantonation Ⅰ Quantonation Ⅱ

運用総額 €90.1M
（約144億円）

€200M
（約320億円）

運用開始・期間 2018年・5年 2023年・10年

• 量子技術領域特化の ファンドとして 世界最大級
• 量子コンピューティング分野のノーベル賞受賞者 Alain Aspect 
教授が設立に関与し、愛弟子の物理 Ph.D. 保持者が代表を務め、 
高い目利き力を持つ

• 大学研究室と連携し、創業から支援

領域（企業数）：量子コンピューティング（13）、
量子ネットワーク(8)、量子センシング(5)など

国 ：フランス(11)、カナダ(4)、ドイツ(4)、米国(4)、
イギリス(2)、オランダ(2)、スペイン(1)、
スイス(1)、オーストラリア(1)

代表例：

※1ユーロ＝160円として換算

⚫ 量子技術のテクニカルな内容まで理解した上で投資決定をするべく、海外には量子技術に特化したＶＣが存在。

（仏Quantonation、スイスQAI Ventures、米Qubits Venturesなど）
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第６期中長期目標（案）（2025年4月～2032年3月）

ミッション

取組

社会課題の解決と我が国の産業競争力強化に貢献するイノベー
ションの連続的創出

• 特定国研としてより中長期を見据えた研究開発に注力するた
め、目標期間を５年から７年に変更

• 領域・分野の枠を超えた融合研究の強化、AI、量子、半導体
等の重点政策分野の研究開発の推進、AISolによる企業との
連携の本格化、技術インテリジェンス機能の強化、研究・エ
ンジニアリング人材の確保・育成

• 研究セキュリティ・インテグリティを強化する等、業務運営
を改善

産業技術総合研究所のミッションと地域イノベーションの推進

第５期中長期目標（2020年4月～2025年3月）

成果

• 組織横断的な連携・融合研究を部分的導入
• 成果活用等支援法人（(株)AIST Solutions）を設立
• G-QuATのようなグローバルな研究開発拠点の設立
• 冠ラボ設立等による企業との大型共同研究増加、外部資金獲
得額増加

• 地域企業の事業化を支援するBILの設置

産総研を中心とした地方のイノベーション・エコシステム

目指す姿：

「我が国のイノベーション・エコシステムの中核」

（出典）https://www.aist.go.jp/aist_j/information/organization/bil/index.html

• 産総研は、2023年7月以降、3件（金沢、長岡、滋賀）のBIL（ブリッ
ジ・イノベーション・ラボラトリ）を設置。地域企業や大学、自治体（公
設試を含む）と連携して、地域の中核的な企業・産業の特色を活かした研
究開発を推進

• 企業ニーズを踏まえた共同研究と人材育成を通じて、地域企業の事業化を
支援し地域経済を活性化

• 第6期には、質量共に取組を拡充し、産総研がけん引する地域イノベー
ションを加速化予定

ミッション
世界に先駆けた社会課題の解決と経済成長・産業競争力の強化
に貢献するイノベーションの創出
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（参考）フラウンホーファー(地方エコシステム拠点事例)

（出典）フラウンホーファー研究所HPを基に作成

地元大学

フラウンホーファーを中心としたエコシステム

量子やフォトニクスなど
産業育成のエコシステム

スタートアップ

海外企業

海外拠点

連邦政府
州政府

拠点

フラウンホーファー概要

ドイツの国立研究開発機関の中で最も産業に近い
領域を担い、地元企業・地元大学と密接な関係を
もち、基礎研究と産業の橋渡しを行う

• 国内：76拠点(各分野に特化)
• 海外：研究センター8ヶ国11ヶ所 他 (計画中含む)

人員

• 約32,000 人
- 即戦力として企業に採用される者も多い
※45％が有期雇用

- 25％が学生
※8,000人、うち博士課程3,500人

• 各研究所の所長は地元大学の教授も兼任

予算

• 約4,500億円
• 予算比率：フラウンホーファールール
⇒各資金が1/3ずつの割合となることを基本とする

 ・交付金
 ・競争的資金 (政府プロジェクトの獲得)

 ・民間資金
➢ 民間資金の割合が25-55％から外れると翌年の交付金が減
額。少ないと需要がないと判断、多すぎると公的研究機関
として十分な研究活動を行えていないという判断。

研究費

学生・研究者

即戦力

交付金
フラウンホーファー
国内各研究所 他の研究開発機関

(マックス・プランク等)共同研究

研究開発

地域企業の
研究開発拠点として機能

地元企業

人材育成の役割

520件の起業/技術移転

海外大学

海外の地域企業/大学と
長期的な研究開発を実施

株式

研究成果

競争的資金

教授

※日本においては、金沢工業大学と共同で
革新複合材料研究開発センター内に共同
研究開発・事業化拠点を開設予定

 2025.1プレスリリース
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産学官連携についての課題と施策の方向性
課題 施策の方向性

①産業と大学の
対話

④グローバルな
産学連携

◼ 大学変革への取組や企業の大学への要望に関
する相互理解の不足

◼ 高度人材育成への産業界の関与の強化と博士等の高度人材の活用

◼ 産学官のクロスアポイントメントの推進

◼ 研究段階からビジネス化を意識した知財戦略、産学連携契約の
推進

◼ 産学官が互いの課題やニーズを議論し、新たな産学連携を生み
出すための対話促進

⑥知財
の収益性

⑤国際競争
を前提とした
大学経営

◼ 欧米と比して、研究・教育と戦略的な投資の好
循環による強い財務基盤の構築が遅れている

◼ 大学による海外企業との連携強化の支援

◼ 経済安全保障への対応支援

◼ 企業/大学・国研の間の人材の流動性が低い

⑧地方ｴｺｼｽﾃﾑ
における
国研の役割

◼ ディープテックスタートアップ育成や地域の
産業育成につながる地域イノベーションエコ
システムの形成

◼ 高い研究力・ネットワークを持つ国研が大学等と連携し、地域
のイノベーションエコシステム形成を支援

◼ 先端科学基盤が必要となるディープテックを
開発するための産学官の連携基盤が未成熟

②ﾃﾞｨｰﾌﾟﾃｯｸ対
応の産学官連携

◼ 資金・人材等の観点からグローバルとの接続
が弱く、世界のニーズを取り込んで研究力の
強化に繋げられていない

◼ 大学の知財の件数に比して、知財収入が低く、
研究力強化の原資となり得ていない

◼ 将来を担う産業領域における基礎科学力の低迷
⑦ﾃﾞｨｰﾌﾟﾃｯｸの
研究基盤
・拠点形成

◼ 米国のみならず、韓国や台湾等のアジア等、産学官連携の仕組み
のグローバルなベンチマーク及び日本への取り込み

◼ 国際的な研究競争に立ち向かう大学における、グローバル水準
での大学経営を可能とする仕組みの構築の検討

◼ 戦略的重要性の高い先端科学領域に重点化した研究基盤・拠点の
構築

③人材連携
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